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令和５年度第５回袖ケ浦市公民館運営審議会 

 

１ 開催日時  令和６年２月１５日（木） 午後３時開会 

 

２ 開催場所  根形公民館 ２階視聴覚室 

  

３ 出席委員 

委員長 齋藤 隆彦 委 員 田中 輝博 

副委員長 片寄 礼子 委 員 大熊 弘子 

副委員長 篠原 和行 委 員 石井 喜三江 

委 員 庄司 光利 委 員 鈴木 美恵子 

委 員 土師 宏美 

   

（欠席委員） 

委 員 早川 敦 委 員 前田 元子 

委 員 福原 孝彦 

    

４ 出席職員 

教育部長 生方 和義 長浦公民館館長 須田 紀子 

生涯学習課長 島田 宏之 長浦公民館顧問 地引 等 

市民会館館長 大田 知司 根形公民館館長 加藤 宏明 

市民会館副主幹 三沢 徹 根形公民館顧問 平賀 栄三郎 

平川公民館館長 齊藤 秀夫 平岡公民館館長 鹿嶋 章夫 

平川公民館顧問 多賀 克之 平岡公民館顧問 在原 徹 

      

５ 傍聴定員と傍聴人数 

傍聴定員 ５人 

傍聴人数 ０人 

 

６ 議題 

（１）令和５年度市民会館・公民館事業の成果と課題について 

 （２）令和６年度市民会館・公民館経営方針及び重点施策（案）について 

 （３）地域のまちづくり施策推進に併せた公民館施設の活用方針について 

 

７ 報告 

（１）令和６年袖ケ浦市二十歳を祝う会の実施結果について 
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（２）市民会館、公民館の市長部局移管に伴う今後の対応予定について 

（３）市民会館・公民館事業の実施状況について 

 

８ その他 

  

９ 議事 

 

齋藤委員長 

 議題（１）令和５年度市民会館・公民館事業の成果と課題についてです。内容

はお手元の当初配付資料１ページから４３ページのとおりです。補足説明を事

務局からお願いします。 

 

事務局 

 （当初配付資料１ページから４３ページまでに基づき大田市民会館館長、齊藤

平川公民館館長、須田長浦公民館館長、加藤根形公民館館長、鹿嶋平岡公民館館

長が説明。） 

 

齋藤委員長 

 議題（１）の件について、質問等がありましたらお願いします。 

 

片寄副委員長 

 どの館もいろいろ試行錯誤しながら順調に事業を行っていることがわかりま

した。しかし、小学校や中学校の家庭教育学級で参加人数の面を苦慮されている

との反省が毎年上がりますが、家庭教育学級も一つの大きな事業ですので、学校

とも連携し工夫して、他の講座並みの参加人数で開催できるようにしていって

ほしいと思います。 

 次に個々に３館へお聞きしたいことがあります。 

 １４ページ平川公民館単発講座「養生功を体験しよう！」は、具体的にどのよ

うな内容だったのでしょうか。 

 ２４ページ長浦公民館「地域人材育成講座」において、１６名の参加の回数等、

参加状況を教えてください。 

 ３７ページ平岡公民館「お子さんと一緒に！健康な心と体づくり講座（幼児家

庭教育学級）」は、毎年盛況な様子が伺えますが、親子でというのは、両親一緒

に参加できるようになっているのか、また、定員枠を広げることはできないのか

教えてください。 
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齋藤委員長 

 まず、小中学校家庭教育学級について、今後の方向性について案があればお聞

かせください。 

 

齊藤平川公民館館長 

 平川公民館は、小中学校の家庭教育には共通するテーマや課題があると思わ

れるので、合同で行うことを考えていきたいと思います。 

 

加藤根形公民館館長 

 ３１ページをご覧いただきお分かりいただけるとおり、平日よりも、土日の方

が参加人数が多くなっていることから、根形公民館では、土日開催を中心に考え

行ったところです。 

 

三沢市民会館副主幹 

 中学校家庭教育学級の担当として、チラシは生徒を通し全保護者に配布をし

ていますが、保護者の手元まで届いていないことが多いという話を聞きました。

そこで、第４、５回目は、中学校に依頼し、全保護者宛てメールでお知らせをし

ました。その結果、第５回目に関しては、想定以上の人数を集めることができま

したので、年度初めから行っていきたいと思っています。 

 

齋藤委員長 

 各館、今後とも頑張っていただきたいと思います。 

 次に平川公民館の単発講座について、ご回答お願いします。 

 

齊藤平川公民館館長 

 平川公民館単発講座の２回目は、県生涯学習課の事業と連携したものになり

ます。学校卒業後の障がいのある方に、公民館活用のきっかけづくりとしてもら

うための事業です。 

 

片寄副委員長 

 参加者数の１５人は、障がいのある方の参加人数ということですか。 

 

齊藤平川公民館館長 

 そのとおりです。 
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片寄副委員長  

 今までそのような、障がいのある方だけを対象とした講座はあまりなかった

かと思ったのでお伺いしました。 

 

島田生涯学習課長 

 この「養生功を体験しよう！」という講座は、生涯学習課も関係しているので、

私の方から補足いたします。 

 これは、千葉県で、生涯学習において健常者に加え、障がいのある方への支援

も重要だとの認識で始まった事業です。 

障がいのある方は、特別支援学校に行かれる方が少なからずおりまして、袖ケ

浦市にある槇の実特別支援学校では、小学校、中学校、高校まであります。そし

て、こちらを卒業してしまうと、社会との関わりが持ちにくくなる方がいらっし

ゃいまして、そういった関わりを持っていただけるような何かを袖ケ浦市も企

画していきたいと考えていたところでした。 

ちなみに、県の方としては、今年度は袖ケ浦市でしたが、昨年度は君津市でこ

の事業を行っています。 

ところで、障がい者といっても、身体的に障がいのある方と、知的な障がいの

ある方と、大きく分けて二通りの分類がございます。また、身体的な障がいでも、

内臓的な疾患や外部的な疾患等いろいろあります。 

そのような状況の中で、車いすの方や精神的疾患の方でもある程度できるも

のといったところで、太極拳のようなゆっくりした動きの「養生功」がよいので

はと企画したものです。 

当日は、障がいのある方だけでなく、関係職員等も参加して行いました。本当

は健常者も交えて行えるようになるのがいいのかとも思いますが、まずは、この

ような形で公民館と話し合いながら行った事例であります。 

 

片寄副委員長  

 ありがとうございました。来年度以降もこのような事業を検討していくとい

うことですね。 

 

齋藤委員長 

 続いて、長浦公民館「地域人材育成講座」についてご回答をお願いします。 

 

須田長浦公民館館長 

 地域人材育成講座ですが、１６名中、大学生が４名、高校生が１２名でした。

皆やる気をもってエントリーしてくれていましたが、就職活動やインターン、学
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業や試験前、部活等の都合で、来られない方もおり、無理のない範囲で参加をし

てもらったものという印象を持っています。皆さんお忙しいので、毎回の参加は

難しいものと思っています。その中でも、開講式には新規の方８名が参加してく

ださり、熱心に話を聞き、モルックで交流を深められてよかったと思っています。 

 

片寄副委員長  

 ありがとうございました。来年度以降も続けていただければと思います。 

 

齋藤委員長 

 続いて、平岡公民館「お子さんと一緒に！健康な心と体づくり講座」について

ご回答をお願いします。 

 

在原平岡公民館顧問 

 親御さんの参加ですが、両親一緒という方もいれば、父母のどちらかの参加と

いう方もいまして、どのような形でも参加いただけるようにしています。 

 この講座が好評な理由としましては、まずネーミングの工夫があります。「幼

児家庭教育学級」では硬い感じもしますし、内容がわかりにくいため、改めるこ

ととしました。 

 名称を改めるにあたり、まず、家庭教育学級として何を行うかということにつ

いて、親子の心の交流、親子の絆づくりを行うことが家庭教育の土台、親子の信

頼感を作るものだと考えました。 

以前「家庭教育学級」というネーミングだったときは、親と子を分けて、親の

学習の間、子どもは保育ということで行っていたりもしましたが、やり方を改め

たところこの結果となりましたので、よかったと思っています。 

申込人数については、いつもの倍くらいあったのですが、受け入れられなかっ

た方についても、欠席者がいた場合は、お声をかけさせてもらうシステムとし、

定員になるまで、登録者に順番にお誘いしていくようにしました。 

そのようなことで、比較的気軽に、また土曜日なので仕事を休むことなく親子

で参加しやすい講座となっていますので、引き続き行っていきたいと思ってい

ます。 

 

片寄副委員長  

 ありがとうございました。 

 

齋藤委員長 

 その他、ご意見、ご質問ありましたらお願いします。 
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篠原副委員長 

 家庭教育学級の人数が集まらないということで、非常に苦労されている様子

が分かりました。その中で、親子一緒の活動を取り入れることで、その問題を解

決させたのは、良い考えだと思いました。 

 私は以前桜井公民館に勤務していましたが、講座の担当職員は一人、ボランテ

ィアが５人くらいいました。その方々が声をかけたお手伝いの方がいたりした

ので、場合によっては、受講生よりボランティアが多いこともありました。なの

で、例えば、多目的ホールの後ろの方で親を対象に講話などを行い、前の方でボ

ランティアが子どもと一緒に遊ぶということもありました。ボランティアの

方々は、段ボール等でいろいろな遊具を作成してくれていました。 

 講座の内容は、例えば春は、今頃からそら豆を育てておき、それを収穫させて

炊いたり煮たりして食べたり、夏は、座卓を円形に配置し、真ん中に敷いたブル

ーシートに水を張って水遊びをしたりしました。親は座卓を取り囲むように立

って、子どもを見守るというやり方でした。また、そら豆が終わったらすぐにさ

つまいもを植え、文化祭の前に収穫を行い、大きな石を使い焼き芋をしました。  

子ども達にも芋を洗ってもらったり、親子、ボランティアと一緒に食べたりし

ました。 

 そのような活動を行うとなると、やはり多くても１５～１６人くらいが限度

だと思います。ボランティアもいつも大人数いるわけではありません。そのよう

な中で工夫をしながら行っている様子が分かりました。これからも無理のない

ように続けてほしいと思います。 

 それと、長浦公民館に質問ですが、今、そば打ちのサークルはありますか？ 

 

須田長浦公民館館長 

 長浦公民館登録サークルには、ありません。 

 

篠原副委員長 

 そば作りを行ったとのことで、とても良いと思いました。 

 もしサークルがあれば、講座講師の中根さん中心に協力してもらい、講座を続

けられたらすごいことだと思いました。もう一年この講座を行うか、サークル化

ができたら、今度は文化祭でそばを打ってもらうと良いと思います。文化祭だと

餅にしても加工品は駄目かもしれないとのことで、難しいかもしれないですが、 

とにかく我々の世代は、男性も女性もこのようなことをやりたがる人は多いの

で、是非無理のない範囲でやっていけたらよいと思いました。 

 また、長浦公民館地域人材育成講座について、１６人登録があっても来られな

い日もあるので、もっと多くの人数登録してもらい、その中で調整しながらやれ
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ればよいと思います。忙しくなり、公民館になかなか来られなくなっても、若い

内にこのような講座の経験があれば、自分が親になったときに、子どもを連れて

公民館に来てくれるようになるものです。ですから、この地域人材育成講座は内

容を考えるのはいろいろな経験をさせないといけないので、難しいかと思いま

すが、例えば部活を辞めてしまった高校生等を探して登録してもらうなどして

もらえればいいなと思います。 

 さらに、子どもや親子の講座で、子どもは若い人が好きで喜ぶということもあ

るので、活動の見守りができるようになったりと可能性を広げられる良い取り

組みだと思うので、是非頑張って続けてもらいたいと思います。 

 全体としても、昨年よりもよくやっているという感じが分かりました。 

 

齋藤委員長 

 その他、ご意見、ご質問ありましたらお願いします。 

 

石井委員 

 本当に皆さん頑張っていると思いました。 

 ところで、災害が起きたときに、自分は被災者として何かしてもらうだけなの

か、炊き出しのお手伝いができるのかということを最近考えます。炊き出しは基

本的に、道具や食材は、全部外から持ってくるということになりますか。市民会

館や公民館には炊き出しの道具はあるのですか。 

 今まで特に地元の役に立ってこなかったと思っており、来年度は公民館まつ

りで仲間と豚汁づくりなどやれたらと思っていますが、その時の道具はどうす

るのかというところから考えなければならないことに気が付きました。報告の

中にもあったパッククッキングなど興味深くはありますが、もし、炊き出しをす

るとしたら道具はあるのでしょうか。 

  

大田市民会館館長 

 避難所となる各公民館には、防災安全課所管の防災備蓄倉庫があります。その

中に、炊き出し用の羽釜、かまど等はあります。また各公民館には調理実習室が

あり、大なべ等もあります。ただ米など食材は、外部から調達をしなければなり

ません。また、お湯等で戻せる乾燥させた米など、数は多くはありませんが備蓄

倉庫に入っています。 

 

石井委員 

 では、公民館まつりで使用したいときは、早めにお願いしておけばよいですか。 
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大田市民会館館長 

 そのようになりますが、市民会館に必要な道具がない場合は、他の公民館から

借用することができます。 

 

齋藤委員長 

 その他、何かございますでしょうか。 

 

庄司委員 

 市民会館、各公民館におかれましては、児童や生徒の発表の場を設けていただ

きありがとうございます。特に市民会館まつり、各公民館まつりでは、多くの児

童、生徒が一般の市民の方々の前で発表することができ、喜びを得たところです。 

今後ともぜひともよろしくお願いしたいと思います。 

 ところで話題に上っている、小中学校家庭教育学級の参加者の伸び悩みにつ

いてですが、学校としても非常に感じていまして、学校が主催する保護者向けの

勉強会なども人が集まらない傾向にあります。どうしても平日に行いますので、

そのあたりが集まらない原因の一つかとは思いますが、これが例えば、中学３年

生の保護者向けの進路の学習会となるとどっと人が集まったりします。しかし、

そうでないものは、本当になかなか人が集まらない傾向にあります。 

 そして、家庭教育という概念がだんだん崩れてきている気もします。教育は家

庭がするものではない、くらいの気持ちがあるようなイメージが世の中強くな

っている感じがします。学校の方でも家庭教育の大切さを訴えていくように心

がけているところですので、社会教育の観点からもそのようなことを続けてい

ただきたいと思います。 

 また、今の保護者の方々は、紙を保持するということはなかなかないようです。

そうなると、子どもが手紙を出すわけがないということで、私の学校では、紙で

手紙を出すのをやめて電子データを活用しています。そうするとだいぶ保護者

に伝わるようになるかと思っており、告知をするときも、メールの添付や、ホー

ムページ上でのアップに切り替えをしているところです。手紙は、親が見ないか

ら子どもが出さないのか、子どもが出さないから親が見ないのか何とも言えま

せんが、そのような現状はあると言えます。 

 

田中委員 

 去年のこの時期の公民館運営審議会でも話をしましたが、後で出てくる、公民

館の経営方針及び重点施策の、公民館事業の点検と評価という項目について、こ

の中で「『教育ビジョン』の施策内容を計画的、効果的に進めるために、ＰＤＣ

Ａサイクルによる公民館事業の点検評価を行います」とあります。この「点検評
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価」の結果が、今説明のあったことではないかと思っていますが、それぞれ成果

と課題が書かれているようになっているようですが、これはＰＤＣＡサイクル

の点検評価と見てよいのでしょうか。それともまた別に示されるのでしょうか。 

 

大田市民会館館長 

 「成果と課題」ということで、ここに書かれているものが、実施結果とその課

題であり、ＰＤＣＡサイクルの点検評価の結果だと捉えていただいて構いませ

ん。また、教育ビジョンに基づく点検評価につきましては、教育委員会全体の中

で、公民館事業を含めた生涯学習関係事業の点検評価を行っており、これは最終

的には市のホームページでも公開されますので、これをまた後日確認いただく

こともできます。 

 

田中委員 

 公民館事業の点検評価は、各個別事業について、ＰＤＣＡサイクルを回して行

ってはいないのですか。全体として見てのものなのですか。 

 

大田市民会館館長 

 社会教育関係を含めた全体の教育ビジョンに関しての点検評価は、また別で

行っています。公民館事業については、この公民館運営審議会で成果と課題とい

うことで説明させていただいておりますが、それが実際に行ったことに対して

の振り返りの説明ということになります。 

 

田中委員 

 ＰＤＣＡサイクルの結果の説明ということですね。 

 

大田市民会館館長 

 そのとおりです。これに基づいて来年度の事業計画は、今年度の反省や課題を

反映させるということになります。 

 

田中委員 

 わかりました。 

各表の上に書かれている文言ですが、これはＰＤＣＡを意識すれば、もう少し、

どのような目的にどのような施策があって、どのような事由でその講座の実施

を選んで、どのような結果が出たのか、そしてそれに基づいて次をどのような計

画で行うかということになってくるかと思いますが、どこまでサイクルを深掘

りしているかが見えません。そうすると次につなげるときに、どこまで成果が生
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かされているかがわからないということになるかと思います。中には、参加者が

すごく満足されたという表現もありますが、事業の目的に沿った内容だったの

か、目的に対してどのくらいの成果だったのかの評価を繰り返していかないと、

次回も同じようなことになってしまうような気がします。その考察がこの「成果

と課題」の資料ではよく分かりません。 

本当にその事業が必要だったのか点検することによって、場合によっては次

年度は行わない、ということも考えられると思いますし、全く中身を変えて行わ

ないと目的が達成できないと結論付けることもあるかと思います。そのような

ことが十分行われていないからなのか、事業に対する取り組みの弱さが感じら

れるような気がします。 

 

大田市民会館館長 

 公民館運営審議会委員の皆さんには、毎年年度初めの会議で「生涯学習の記録」

という、前年度の事業全てに対して総括したものをお配りしています。その中で

各公民館の最後の項目に総括があり、各事業の振り返りを行い、次年度以降の取

り組みについて書いています。田中委員のおっしゃるとおり、実績の報告が多く

なってはいますが、総括で反省も踏まえて評価をしていますので、来年度確認い

ただければと思います。 

 

田中委員 

 そうすると反省、評価の報告を受ける時点で、次の計画が決まっているという

ことになりますね。 

 

大田市民会館館長 

 そのとおりです。 

 

田中委員 

 公民館運営審議会委員としては、評価の報告を受けて、次年度の計画をチェッ

クしたいと思っています。言ってみれば、公民館側だけで評価し、計画をしてい

るということで、公民館運営審議会の役目が果たせていないと感じます。できた

ら評価含めて計画にも、我々委員の意見を反映させてもらえればありがたいと

思います。中間報告のような形でも構わないので、早めにどのようなことを公民

館がＰＤＣＡの結果として思っているのか、それに対して我々がどう判断して、

どのような意見が述べられるのかお伝えして、それが次の計画に反映されると

ありがたいと思います。公民館運営審議会委員は市民の代表であり、その意見を

反映しますと重点施策にありますが、タイムラグがないような形で上手く回し
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ていただけるとありがたいと思います。 

 

大田市民会館館長 

 そのＰＤＣＡサイクルを回すために、ただいま実績を報告し、補足説明もした

上で皆さんにご意見を伺っています。少なくとも各館長、顧問が直接意見を聞い

ているわけですので、それが次年度の計画に反映されるものと解釈いただけな

いでしょうか。 

 

田中委員 

 「生涯学習の記録」の「総括」が今回の会議資料に入ってくれば、それを受け

て意見が述べられますが、それが来年度では遅くないですか。今の時点で次年度

の計画への意見が述べられれば、それを反映させてもらえると思うのですが。 

 

大田市民会館館長 

 田中委員のおっしゃることはわかりますが、まだ事業が終了していないので、

見込みという形でのお示しになってしまいます。今の段階で総括を出すという

ことになると、遅くとも１２月までには事業を終了させなければならなくなり

ます。 

 

田中委員 

 中間報告で構いません。１２月までの３分の２が終わっており年明けの見込

みがある段階で、ＰＤＣＡサイクルでどのようなことを把握されているのか、報

告いただきたいです。 

 

大田市民会館館長 

 今回の会議での報告はそれには当たりませんか。この場で各館の館長等でご

意見を伺って、次年度に反映させております。 

 

三沢市民会館副主幹 

 田中委員のおっしゃる次年度の計画は、今回の資料にある主催事業案のこと

なのか、各講座の各回の内容なのか、どちらのお話でしょうか。 

 

田中委員 

 教育ビジョンに則った計画のことです。教育ビジョンの目的を達成するため

の各事業だと思います。その各事業がどれだけの効果があるものなのかが評価

だと思います。まったく意味のない事業を行うということのないように、計画の
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段階で考えなければならないと思います。 

 単に参加人数が増えたとか減ったとかではなく、減ったとしても必要なもの

は行わなければならないと思います。重要なのは参加人数ではなく、事業の意図

だと思います。そしてそのやり方でまずかったところがあれば、その部分を見直

すのが計画だと思います。その考え方が資料からは見えてきません。個々の内容

的には、興味深いものもあるのでありがたいとは思っています。 

 

篠原副委員長 

 来年度の事業については、１月にはほぼ予算は決まっています。例えば、平岡

公民館の幼児家庭教育学級であれば、前年度の反省を踏まえた上で、親子の体験

活動を中心に計画され、それはＰＤＣＡサイクルの結果だと思うのですが、田中

委員が具体的にどのようなことをお求めになっているのでしょうか。 

 

田中委員 

 ＰＤＣＡサイクルがどこまで徹底されているのか、ということです。公民館事

業の評価をどのようにするかという課題に対して、ＰＤＣＡサイクルで行おう

ということになったので、それが見えるようなものがほしいということです。 

 

齋藤委員長 

 公民館運営審議会では公民館が用意した資料に基づいて意見をし、各公民館

はその意見を持ち帰って動いているということになるのですが、点数化したよ

うな資料がほしいということでしょうか。 

 

田中委員 

 一つひとつの事業について、ＰＤＣＡサイクルが回っていることが見えるよ

うなものが望ましいです。 

 

島田生涯学習課長 

 全体的な話になってしまいますが、各公民館も生涯学習課も市民の方々に社

会教育や生涯学習をどんどん行ってほしいと思い、講座や教室を行っていると

ころで、公民館運営審議会委員の皆様と同じ方向を向いているかと思います。 

 しかし、いくら崇高な理念に基づいて講座や教室を行ったとしても、市民の方

が求めていなければ参加してくれる方がいませんし、そうなるとこちらの思い

も通じません。細かいところまでは市民の方には示さないとは思いますが、各講

座は、市民の方に広めてもらいたい事や習得してもらいたい事、日常生活の中で

溶け込ませてほしい事等の思いを持って行われています。そして、今年度の参加
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人数や市民の方の反応をお示しし、情報としては多くはないかもしれないです

が、方向や課題についてご意見いただき、似たような講座があればそのご意見を

取り入れ、走りながら改善していくということにはなりますが、そのような形で

行っていきたいというのが私たちの思いです。 

 公民館も公民館運営審議会もよりよい社会教育や生涯学習の活性化を目指し

ているのは同じですので、ご承知おきいただきたいと思います。 

 

三沢市民会館副主幹 

 全館、職員は、各事業の振り返りを行っていることと思います、その内容が田

中委員の望まれる様式、表現で示されていないということだと思いました。資料

は、職員や公民館運営審議会委員の方以外の手にも渡る「生涯学習の記録」の内

容となっており、堅苦しさや分量の配慮をし、分かりやすい表現等にして作成し

ているものです。目的と結果等の分析が載っていないということなのかもしれ

ないですが、今回はこのような形で用意させていただきました。 

 

田中委員 

 他の方がこの資料で問題ないということなら構いませんし、従来もこれと同

じもので審議しているわけなので、認めないということで意見したわけではあ

りません。 

 

齋藤委員長 

 ありがとうございました。この審議会自体もＰＤＣＡサイクルの一部となっ

ているかと思います。計画をどんどん進めていただき、審議会の中でチェックを

し、また新しいものを進めていくという循環を、今のようなご意見をいただきな

がら充実させていきたいと思っていますので、今後もよろしくお願いします。 

 それでは議題（１）については終了いたします。続いて議題（２）に移ります。

議題（２）令和６年度市民会館・公民館経営方針及び重点施策（案）についてで

す。内容はお手元の当初配付資料４４ページから４７ページのとおりです。事務

局から説明をお願いします。 

 

事務局 

（当初配布資料４４ページから４７ページまでに基づき、大田市民会館館長が

説明。） 

 

齋藤委員長 

 ただ今の説明に対して、委員の皆さんから質問や意見がありましたらお願い
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します。 

 

田中委員 

 ４５ページ施策④１行目の「施策」と３行目の「施策」は同じものを指してい

るのでしょうか。 

 

大田市民会館館長 

 ３行目の「施策」は１行目の「施策」を実現するための道具のような意味合い

となっていますので、違うものを指していることになります。 

 

田中委員 

 それなら「方法」にする等言葉を変えた方がよいかと思います。 

 

齋藤委員長 

 その部分の変更はできますか。 

 

大田市民会館館長 

 まだ案ですので、変更できます。 

 

齋藤委員長 

 それでは、ご検討をお願いします。 

 その他、ご質問、ご意見ありますでしょうか。 

 

片寄副委員長 

 経営方針について、令和６年度から交流センターになるにあたり、表現を変更

せざるを得なかったのかとは思いますが、令和５年度のように「教育施設として

はもとより」とある文言を入れていただきたいと思います。考えてみたのですが、

例えば、「市民会館・公民館は、地域に根ざした教育施設であり、市長部局に移

管後も住民の声を生かした公民館事業の運営に努めます」というように変更で

きればよいと思います。その余地があれば「教育施設」という文言は入れていた

だきたいと思います。 

 

大田市民会館館長 

 建物自体が教育施設ではなくなってしまうので、それは難しいです。しかし、

公民館は変わらず存在しますので、「生涯学習の拠点」というような表現ではど

うかということで、このようにさせていただきました。 
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片寄副委員長 

社会教育をしていくということを盛り込んでいただきたいという気持ちなの

ですが。 

 

大田市民会館館長 

 そういう意味では、公民館事業の運営は変わらず行っていくということで、表

現したつもりですが、少し考えます。ただ、「教育施設」という文言を入れるの

は難しいです。 

 

齋藤委員長 

 社会教育を行っているということがわかるようになればよいということです

ね。 

 

片寄副委員長 

 そのとおりです。 

 

篠原副委員長 

 協働のまちづくりのプランを受けて、何か交流センターとして行うような目

標があるのか、もしくはないのか、あった場合、その目標を踏まえて公民館はど

うなるのか、それを教えていただきたいです。 

 

大田市民会館館長 

 今回の市長部局移管は、まちづくりの関係であるということは何回かお話し

させていただいております。今、自治会の力や地域住民のつながりが弱まってい

ますが、まちづくり推進計画の中で、そのようなことを強化し、新たな地域のネ

ットワークを作っていくというのが、まちづくり協議会の目指すところです。公

民館活動における地域の仲間づくり、同じ趣味がきっかけの仲間づくりが地域

づくりにつながっていくと思いますので、そのような意味で、公民館活動が地域

づくりをバックアップし、まちづくりの方針や、人づくりの目標を、連携しなが

ら行っていくものと認識しています。しかし、直接方針として行うようなものは、

現段階では市民協働推進課から具体的な話が出てきていません。 

 

篠原副委員長 

 わかりました。何か実施目標があるのなら、載せていかないといけないのでは

と思ったまでです。 
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大田市民会館館長 

 当然一緒にやっていくという認識は持っていますので、その点はご了承くだ

さい。 

 

齋藤委員長 

 「交流センターを共用し」という言い方は、市長部局の方は承知されています

か。 

 

大田市民会館館長 

 この経営方針及び重点施策（案）は、移管先の市民協働推進課にも確認しても

らい、本日の会議でお示ししています。「共用」という言葉は、交流センター設

置条例の中で、社会教育を行うにあたって施設を共用するという旨の一文があ

るので、それを引用した形となります。 

 

齋藤委員長 

 ありがとうございます。その他、何かご質問等ありますか。 

 

田中委員 

 もともと公民館は、市民の自発的、自主的な学習を支援する場だったと思うが、

今はほとんど公民館が主体となっているかと思います。しかし、例えば、市民が

主体的の学習を公民館事業に取り入れてほしいといった場合、その可否を判断

するのは教育委員会でいいのですか。つまり、市民の自主的な学習会等を社会教

育として受け入れてもらうことはできるのでしょうか。 

 

大田市民会館館長 

 いろいろな形態があるかと思いますが、田中委員のおっしゃることはサーク

ル活動ということになろうかと思います。それは、公民館は妨げることはありま

せん。公の施設の使用方法に反しない限りは、如何様にも活動していただければ

と思います。 

 

田中委員 

 それが社会教育的なものであれば、教育委員会として許可するのか、それとも

市長部局が許可するのでしょうか。 

 

大田市民会館館長 

 活動に関して交流センターの部屋を使用する場合には、管理は市長になるの
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で、市長が許可を出すということになります。 

 ただ、活動を続けていく中で、公民館登録サークルとなる場合には、それは公

民館事業に含まれるため、教育委員会の判断となります。 

 

田中委員 

 登録サークルになるには、前提として活動をしばらく行っていることが必要

ですよね。 

 

大田市民会館館長 

 その活動を継続し、今後も輪を広げていってもらいたいということで、公民館

が登録サークルになることを認めた場合には、現行のように、公民館登録サーク

ルなので交流センターの使用料を免除するという配慮をしていくことになりま

す。 

 

齋藤委員長 

 その他に何かございますでしょうか。それでは議題（２）については終了いた

します。続いて報告に移ります。報告（１）令和６年袖ケ浦市二十歳を祝う会の

実施結果についてです。内容はお手元の当初配付資料４８ページから５１ペー

ジのとおりです。補足説明を事務局からお願いします。 

 

事務局 

 （当初配付資料４８ページから５１ページまでに基づき大田市民会館館長が

説明。） 

 

齋藤委員長 

 ありがとうございました。今の説明に、ご質問等ありますでしょうか。 

ないようでしたら、報告（１）については終了いたします。続いて報告（２）

に移ります。報告（２）市民会館、公民館の市長部局移管に伴う今後の対応予定

についてです。内容はお手元の当初配付資料５２ページから５４ページと、参考

資料１から５のとおりです。補足説明を事務局からお願いします。 

 

事務局 

 （当初配付資料５２ページから５４ページ、参考資料１から５に基づき大田市

民会館館長が説明。） 
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齋藤委員長 

 ありがとうございました。今の説明に、ご質問等ありますでしょうか。 

ないようですので、報告（２）については終了いたします。続いて報告（３）

に移ります。報告（３）市民会館・公民館事業の実施状況についてです。 

こちらについては時間の都合で補足説明は省略いたします。 

資料をご覧になって、ご質問等ある方はいらっしゃいますでしょうか。 

特になければ、また資料の方をそれぞれご確認いただければと思います。 

最後にその他でございますが、事務局から何かありますか。 

 

事務局 

 （三沢市民会館副主幹から令和６年度の第１回目の審議会日時、場所について

連絡。） 

 

齋藤委員長 

その他、何かありますか。 

ないようですので、以上を持ちまして、本日の議事はすべて終了いたしました。 

審議お疲れ様でした。 

 

               午後５時１９分 閉会 

























































































































【参考資料 1】 

1 

 

○袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則 

昭和49年７月１日教委規則第４号 

改正 

昭和49年８月１日教育委員会規則第５号 

昭和52年３月31日教育委員会規則第６号 

昭和53年12月27日教育委員会規則第４号 

昭和54年４月１日教育委員会規則第６号 

昭和54年４月27日教育委員会規則第７号 

昭和58年３月14日教育委員会規則第４号 

昭和60年３月29日教育委員会規則第４号 

昭和61年４月１日教育委員会規則第４号 

昭和62年３月24日教育委員会規則第１号 

昭和62年11月１日教育委員会規則第８号 

昭和63年３月20日教育委員会規則第２号 

平成３年３月30日教育委員会規則第５号 

平成４年２月28日教育委員会規則第１号 

平成６年３月25日教育委員会規則第２号 

平成10年２月17日教育委員会規則第１号 

平成10年６月８日教育委員会規則第７号 

平成13年３月30日教育委員会規則第４号 

平成14年４月１日教育委員会規則第17号 

平成15年６月23日教育委員会規則第２号 

平成16年４月１日教育委員会規則第３号 

平成17年４月１日教育委員会規則第１号 

平成17年９月30日教育委員会規則第９号 

平成19年３月30日教育委員会規則第２号 

平成23年３月１日教育委員会規則第２号 

平成25年３月29日教育委員会規則第１号 

平成26年12月25日教育委員会規則第８号 

令和２年２月27日教育委員会規則第７号 

令和４年２月22日教育委員会規則第２号 

袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（昭和49年条例

第33号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間） 

第２条 袖ケ浦市公民館並びに市民会館の開館時間は、午前９時から午後５時までとする。ただし、

教育委員会が必要と認めるときは、開館時間を変更することができる。 

２ 夜間使用の場合は、午後９時までとする。ただし、６月１日から９月30日までの期間においては、

午後９時30分までとする。 

（休館日） 

第３条 公民館及び市民会館の休館日は、１月１日から同月４日まで及び12月28日から同月31日まで

とする。ただし、教育委員会が特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日を変更

することができる。 

（連絡調整に当たる公民館） 

第４条 条例第２条に規定する市民会館は、同条に規定する他の公民館の連絡調整に当たる公民館と

する。 

２ 前項に規定する連絡調整に当たる公民館は、当該公民館の事業のほか、他の公民館が個々に処理
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することが不適当と認められる事業を実施するものとする。 

（館長） 

第５条 条例第４条の規定により置く館長は、上司の命を受け館務を掌理し、所属職員を監督する。 

（職員の職及び職務） 

第６条 条例第４条の規定により、公民館及び市民会館に置く職員の職及び職務は次のとおりとする。 

職 職務 

顧問 館長を補佐し、館運営及び地域連携に助言と指導を与える。 

副館長 館長を補佐し、館長に事故があるとき、又は館長が欠けたときは館長の職

務を代理する。 

副参事 上司の命を受け、特命若しくは専門的調査、研究及び企画に関する事務に

従事する。 

主幹 上司の命を受け、特命若しくは専門的調査、研究及び企画に関する事務に

従事する。 

副主幹 上司の命を受け、特命若しくは専門的調査、研究及び企画に関する事務に

従事する。 

主査 上司の命を受け、特命若しくは専門事項の調査に従事する。 

副主査 上司の命を受け、高度の知識又は経験を必要とする一般事務に従事する。 

社会教育主事 上司の命を受け、社会教育を行なう者に専門的、技術的な助言と指導を与

える。 

主任主事 上司の命を受け、高度の知識又は経験を必要とする一般事務に従事する。 

主任技師 上司の命を受け、高度の知識又は経験を必要とする一般技術に従事する。 

主事 上司の命を受け、一般事務に従事する。 

技師 上司の命を受け、一般技術に従事する。 

事務補助員 上司の命を受け、主事等の職務を助ける。 

（使用の手続等） 

第７条 条例第７条の規定により、公民館及び市民会館の施設及び附属設備（以下「施設等」という。）

を使用しようとする者（以下「申請者」という。）は、袖ケ浦市公民館及び市民会館使用許可申請

書（様式第１号）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の申請書に使用計画等の添付をさせることができる。 

３ 申請者（本市に在住、在勤又は在学している者（以下「市内利用者」という。）に限る。）は、

施設等を使用しようとする日の属する月の前々月の１日から15日までの間に申請の予約を行わなけ

ればならない。この場合において、一の施設等に複数の予約があったときは、教育委員会は当該施

設等の使用許可を申請できる者（以下「予約申請者」という。）を抽選により選ぶものとし、当該

予約をした者が１人であるときは、その者を予約申請者とする。 

４ 前項の抽選は、施設等を使用しようとする日の属する月の前々月の16日に行う。 

５ 第３項の予約申請者となった者は、施設等を使用しようとする日の属する月の前々月の17日から

25日までの間に第１項の申請書を提出し教育委員会の許可を受けなければならない。この場合にお

いて、当該期間内に教育委員会の許可を受けることができなかった予約申請者は、その資格を失う。 

６ 教育委員会は、第３項前段に規定する申請の予約を行う期間に予約を行う者が存在しないときは、

その期間の翌日後に、第３項の規定により予約申請者となった者がその予約を取り消したとき及び

前項後段の規定により予約申請者がその資格を喪失したときは、当該事実が発生した日以後に、最

も早く予約を行った申請者（施設等を使用しようとする日の属する月の前々月の25日までに予約を

行える申請者は、市内利用者に限る。）を予約申請者とする。 

７ 前項の規定により予約申請者となった者は、当該予約に係る施設等を使用しようとする日の３日

前までに第１項の申請書を提出し教育委員会の許可を受けなければならない。この場合において、

当該期間内に教育委員会の許可を受けることができなかった予約申請者は、その資格を失う。 

８ 教育委員会は、施設等を使用しようとする日の２日前において予約を行う者が存在しないときは、

同日以後最も早く予約を行った申請者を予約申請者とすることができる。この場合において、当該

予約申請者は、当該予約に係る施設等を使用しようとする日までに第１項の申請書を提出し教育委
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員会の許可を受けなければならない。 

（使用許可） 

第８条 教育委員会は、公民館及び市民会館施設等の使用を許可したときは、袖ケ浦市公民館及び市

民会館使用許可書（様式第２号）を申請者に交付するものとする。 

（使用許可の順序） 

第９条 使用許可の順序は、申請の順序とする。ただし、教育委員会が特に必要と認めたときは、こ

の限りでない。 

（使用時間） 

第10条 公民館及び市民会館施設等の使用期間は、教育委員会の使用許可を受けた時間とし、準備及

び原状回復に要する時間を含むものとする。 

２ 公民館及び市民会館施設等の使用開始後の使用時間の延長は、これを認めない。ただし、教育委

員会が他の使用に支障がないと認めたときは、この限りでない。 

（使用の取消し及び変更） 

第11条 公民館及び市民会館施設等の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が、その使

用を取り消し、又は変更しようとする場合は、速やかに袖ケ浦市公民館及び市民会館使用（取消・

変更）許可申請書（様式第１号）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 使用許可の変更は他の使用に支障が生じない場合に限り許可する。 

３ 教育委員会は使用の取消し又は変更を許可したときは、袖ケ浦市公民館及び市民会館使用（取消・

変更）許可書（様式第２号）を使用者に交付するものとする。 

（使用制限等の通知） 

第12条 教育委員会は、条例第９条の規定により公民館及び市民会館の使用を制限し、又はその許可

を取り消し、若しくは停止した場合は袖ケ浦市公民館及び市民会館使用制限通知書（様式第３号）

を交付する。 

（特別設備の附加） 

第13条 公民館及び市民会館の使用に際し、これを模様替えし、又は設備等を附加しようとする者は、

第７条第１項の申請書にあわせて袖ケ浦市公民館及び市民会館特別設備等許可申請書（様式第４号）

を提出しなければならない。 

（使用料の減免） 

第14条 条例第17条の規定による使用料の減免は、別表に定めるところによる。 

２ 市内の公共的団体、社会教育関係団体、地域コミュニティ団体、福祉団体、ＮＰＯ法人、高齢者

団体及び障害者福祉団体が減免を受けようとするときは、別に定めるところにより、あらかじめ登

録をしなければならない。 

（使用料の還付申請） 

第15条 条例第18条ただし書の規定により還付を受けようとする者は、袖ケ浦市公民館及び市民会館

使用料還付申請書（様式第５号）に使用料を納付したことを証する書面及び袖ケ浦市公民館及び市

民会館使用取消許可書を添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（使用料の還付） 

第16条 条例第18条ただし書の規定により還付する使用料の額は、次の各号に定めるところによる。 

(１) 条例第18条第１号に該当するとき 全額 

(２) 条例第18条第２号に該当するとき 状況によりその都度教育委員会が定める。 

(３) 条例第18条第３号に該当するとき 半額 

２ 条例第９条の規定により教育委員会がその使用を制限し、又はその許可を取り消し、若しくは停

止させた場合は、前項の場合に準じ、その都度状況に応じて教育委員会が定める。 

（プログラム等の提出） 

第17条 映画、演劇、音楽、舞踊その他これに類する催し物をするために公民館及び市民会館を使用

する場合、使用者は、あらかじめプログラム等を教育委員会に提出しなければならない。 

（職員の立ち入り） 

第18条 使用者は、関係職員が管理運営上必要と認める場合、会場に立ち入ることを妨げてはならな

い。 

（使用後の点検） 
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第19条 使用者は、使用後関係職員にその旨を告げ、点検を受けなければならない。 

２ 点検の結果公民館及び市民会館施設等にき損又は紛失等があったときは、復元又は損害を賠償し

なければならない。 

（遵守事項） 

第20条 使用者及び入館者は、次の事項を守らなければならない。 

(１) 入館人員は、収容定員を超えないこと。 

(２) あらかじめ指定された場所以外で火気を使用し、又は喫煙しないこと。 

(３) 建物その他の物件をき損又は汚損するおそれのある行為をしないこと。 

(４) 騒音を発し、暴力を用いる等、他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(５) 許可を受けないで、物品の販売をしないこと。 

(６) 所定の場所以外に立ち入らないこと。 

(７) 特に許可を受けたもののほか、所定の場所に備え付けた物件を移動しないこと。 

(８) その他職員の指示に違反し、公民館並びに市民会館の秩序をみだす行為をしないこと。 

（入館の制限） 

第21条 館長は、次の各号のいずれかに該当する者の入館を拒絶し、又は退館を命ずることができる。 

(１) 危険物、他人の迷惑になる物品若しくは動物（身体障害者が同伴する身体障害者補助犬法（平

成14年法律第49号）第２条第１項に規定する身体障害者補助犬を除く。）の類を携行する者 

(２) その他管理運営に支障があると認められる者 

（広告類の掲示等禁止） 

第22条 公民館及び市民会館内及びその敷地内においては、教育委員会が許可したもののほか、広告

その他これに類するものを掲示若しくは配布してはならない。 

（委任） 

第23条 この規則に定めるもののほか、公民館及び市民会館の管理運営に関し、必要な事項は館長が

定める。 

附 則 

１ この規則は、昭和49年７月１日から施行する。 

２ 袖ケ浦町公民館管理規則（昭和46年教育委員会規則第７号）は、廃止する。 

附 則（昭和49年教委規則第５号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和52年教委規則第６号） 

この規則は、昭和52年４月１日から施行する。 

附 則（昭和53年教委規則第４号） 

この規則は、昭和54年１月１日から施行する。 

附 則（昭和54年教委規則第６号） 

この規則は、昭和54年４月１日から施行する。 

附 則（昭和54年教委規則第７号） 

この規則は、昭和54年５月１日から施行する。 

附 則（昭和58年教委規則第４号） 

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。 

附 則（昭和60年教委規則第４号） 

この規則は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（昭和61年教委規則第４号） 

この規則は、昭和61年４月１日から施行する。 

附 則（昭和62年教委規則第１号） 

この規則は、昭和62年４月１日から施行する。 

附 則（昭和62年教委規則第８号） 

この規則は、昭和62年11月１日から施行する。 

附 則（昭和63年教委規則第２号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年教委規則第５号） 
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この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年教委規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成４年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前になされた使用許可で、当該使用の日がこの規則の施行の日以後になるも

のに係る使用料の額は、改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施

行規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成６年教委規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成10年教委規則第１号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年教委規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関

する条例施行規則の規定は、平成10年４月１日から適用する。 

附 則（平成13年教委規則第４号） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年教委規則第17号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成15年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前になされた附属設備使用の許可で、当該使用の日がこの規則の施行の日以

後になるものに係る附属設備使用料の額は、改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管

理等に関する条例施行規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成16年教委規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第７条及び第９条の改正規定は、平成17

年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前になされた使用の許可で、当該使用の日がこの規則の施行の日以後の使用

の許可は、改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成17年教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年教委規則第９号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の前日において、次の表の左欄に掲げる職にある者は、別に辞令を発せられない

限り、この規則の施行の日に当該右欄に掲げる職に命ぜられたものとみなす。 

主事補 主事 

技師補 技師 

３ この規則の施行の前日において、袖ケ浦市教育委員会吏員及び雇員に任命されていた者は、別に

辞令を発せられない限り、この規則の施行の日に、袖ケ浦市教育委員会職員に任命されたものとみ

なす。 
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附 則（平成23年教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則第７条の規定及

び袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則第２条の規定は、平成23年６月１日

以後の使用及び利用から適用し、平成23年５月31日以前の使用及び利用については、なお従前の例

による。 

附 則（平成25年教委規則第１号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年教委規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この規則による改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則

第14条第２項に規定する団体の登録に関し必要な行為は、この規則の施行の日前において行うこと

ができる。 

附 則（令和２年２月27日教委規則第７号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月22日教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の様式による用紙は、この規則の施行後に

おいても当分の間、使用することができる。 

別表（第14条関係） 

使用区分 減免する額 

(１) 市（市の行政機関及び市が加入している一部事務組合等を含む。）

が、主催又は共催するとき。 

全額 

(２) 国又は他の地方公共団体が、行政目的のために使用するとき。 全額 

(３) 市内の幼稚園、保育所、保育園、認定子ども園、小学校、中学校、

高等学校及び特別支援学校が、教育又は保育活動で使用するとき。 

全額 

(４) 市内の公共的団体が、市の行政活動に協力する目的で使用すると

き。 

全額 

(５) 市内の社会教育関係団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(６) 市内の地域コミュニティ団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(７) 市内の福祉団体、ＮＰＯ法人が、その目的のために使用するとき。 全額 

(８) 市内の高齢者団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(９) 市内の障害者福祉団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(10) その他使用目的の公益性から教育委員会が必要と認めるとき。 その都度決定する。 

備考 

１ 市内の公共的団体とは、国、県又は市と協力して活動している団体をいう。 

２ 市内の社会教育関係団体とは、社会教育法（昭和24年法律第207号）第10条に規定する団体で、

別に定める登録に関する基準を満たす団体をいう。 

３ 市内の地域コミュニティ団体とは、地域住民の福祉の向上のための活動を行っている団体を

いう。 

４ 市内の福祉団体とは、市民福祉の向上を目的として活動する団体をいう。 

５ 市内の高齢者団体とは、半数以上が市内に在住する65歳以上の高齢者で構成する団体で、高

齢者福祉の向上を目的とする団体をいう。 
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６ 市内の障害者福祉団体とは、半数以上が市内に在住する障害者で構成する団体で、障害者福

祉の向上を目的とする団体をいう。 

様式第１号（第７条、第11条関係） 
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様式第２号（第８条、第11条関係） 
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様式第３号（第12条関係） 

 



10 

様式第４号（第13条関係） 
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様式第５号（第15条関係） 
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○袖ケ浦市公民館並びに市民会館運営審議会会議運営規則 

昭和49年12月20日教委規則第９号 

改正 

平成14年２月28日教育委員会規則第９号 

袖ケ浦市公民館並びに市民会館運営審議会会議運営規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（昭和49年条例

第33号）第５条第５項の規定により、袖ケ浦市公民館並びに市民会館運営審議会（以下「公民館運

営審議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第２条 公民館運営審議会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定め、任期は、委員の任期とする。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときはその職務を代理する。 

（会議） 

第３条 公民館運営審議会委員会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議を主宰する。 

２ 会議は、委員定数の３分の２以上の委員が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議決は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

（会議の招集） 

第４条 会議招集は、開会日前３日までに通知しなければならない。ただし、急を要する場合は、こ

の限りでない。 

２ 委員長は、会議開催通知に、日時、場所及び議件を付記しなければならない。 

（定例会及び臨時会） 

第５条 委員の会議は、定例会及び臨時会とする。 

２ 定例会は、年２回以上招集しなければならない。 

３ 臨時会は、必要と認める場合に、その議件に限り招集する。 

４ 会議招集の通知後に急を要する議件があるときは、前条第２項及び前項の規定にかかわらず、直

ちに会議に付議することができる。 

（説明、資料の要求） 

第６条 委員は、会議において関係職員に対して説明又は資料の提出を求めることができる。 

（関係職員の出席） 

第７条 関係職員は、会議に出席して意見を述べることができる。 

（会議の庶務） 

第８条 公民館運営審議会の庶務は、市民会館において処理する。 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、委員の会議に必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 袖ケ浦町公民館運営審議会委員会議運営規則（昭和46年教育委員会規則第12号）は、廃止する。 

附 則（平成14年教委規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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○袖ケ浦市教育委員会行政組織規則 

昭和46年11月３日教委規則第５号 

改正 

昭和49年４月１日教育委員会規則第１号 

昭和50年３月28日教育委員会規則第１号 

昭和51年５月１日教育委員会規則第６号 

昭和52年３月23日教育委員会規則第１号 

昭和52年３月31日教育委員会規則第３号 

昭和53年４月１日教育委員会規則第１号 

昭和54年３月１日教育委員会規則第２号 

昭和55年３月25日教育委員会規則第１号 

昭和56年４月１日教育委員会規則第３号 

昭和57年３月29日教育委員会規則第７号 

昭和58年３月14日教育委員会規則第２号 

昭和58年９月７日教育委員会規則第８号 

昭和60年３月29日教育委員会規則第４号 

昭和61年８月27日教育委員会規則第13号 

昭和63年３月30日教育委員会規則第１号 

平成元年２月22日教育委員会規則第１号 

平成２年３月29日教育委員会規則第３号 

平成３年３月30日教育委員会規則第７号 

平成４年３月31日教育委員会規則第２号 

平成５年３月30日教育委員会規則第１号 

平成６年３月31日教育委員会規則第３号 

平成８年４月１日教育委員会規則第１号 

平成９年３月31日教育委員会規則第３号 

平成10年４月１日教育委員会規則第５号 

平成13年３月30日教育委員会規則第３号 

平成14年１月29日教育委員会規則第１号 

平成15年６月23日教育委員会規則第３号 

平成17年４月１日教育委員会規則第１号 

平成18年２月３日教育委員会規則第１号 

平成19年３月30日教育委員会規則第２号 

平成20年２月29日教育委員会規則第１号 

平成21年３月31日教育委員会規則第１号 

平成23年３月１日教育委員会規則第１号 

平成23年８月25日教育委員会規則第４号 

平成24年12月20日教育委員会規則第３号 

平成25年３月29日教育委員会規則第１号 

平成26年３月31日教育委員会規則第３号 

平成27年３月23日教育委員会規則第１号 

平成27年３月23日教育委員会規則第３号 

令和３年２月22日教育委員会規則第１号 

令和３年６月25日教育委員会規則第５号 

袖ケ浦市教育委員会行政組織規則 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 
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第２章 教育委員会（第３条―第７条） 

第３章 教育長（第８条―第10条） 

第４章 教育委員会事務局（第11条―第22条） 

第５章 雑則（第23条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、袖ケ浦市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の権限に属する事務を適

正かつ能率的に処理するために必要な組織及び運営の基本的事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 教育機関 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号。以下「法」と

いう。）第30条に規定する学校その他の教育に関する施設をいう。 

(２) 附属機関 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定により設置される附

属機関のうち教育委員会の所管に属するものをいう。 

(３) 職員 教育委員会の事務局及び学校その他の教育機関に置かれる職員をいう。 

(４) 委任 教育委員会が、その権限に属する事務の一部を教育長に委譲し、その権限を教育長の

権限として、教育長の名と責任において事務を処理させることをいう。 

(５) 代理 教育長が、教育委員会が成立しない場合において、教育委員会の権限に属する事務の

一部を教育委員会に代わって処理することをいう。 

(６) 専決 教育長以下の職員があらかじめ認められた範囲内で、教育委員会又は教育長に代わっ

て決定し、又は決裁することをいう。 

第２章 教育委員会 

（会議の運営） 

第３条 会議の運営は、袖ケ浦市教育委員会会議規則（平成20年教育委員会規則第４号）及び袖ケ浦

市教育委員会傍聴規則（平成３年教育委員会規則第９号）の定めるところによる。 

（委員協議会） 

第４条 教育長は、調査又は研究を要するものがあると認めるときは、委員協議会を招集することが

できる。 

（議決事項） 

第５条 会議において議決する事項は、次のとおりとする。 

(１) 教育行政の運営に関する基本方針（学校教育及び社会教育の基本的指導計画を含む。）を定

めること。 

(２) 教育委員会の規則及び訓令を制定し、又は改廃すること。 

(３) 予算その他議会の議決を要する事件の議案について、市長に意見を申し出ること。 

(４) 教育機関を設置し、又は廃止すること。 

(５) 教育機関の敷地を設定し、又は変更すること。 

(６) 教育機関の施設の整備計画を定めること。 

(７) 教育事務に係る特に重要な契約を結ぶこと。 

(８) 職員の人事の方針を定めること。 

(９) 県費負担教職員の任免その他の進退に関する内申に関すること。 

(10) 教育長、部長、次長、参事、課長、副参事及び教育機関（小学校及び中学校を除く。）の長

を任免すること。 

(11) 職員（県費負担教職員を除く。）の分限（傷病による休職を除く。）及び懲戒の処分を行う

こと。 

(12) 附属機関の委員を任命し、又は委嘱すること。 

(13) 教育功労者を表彰すること。 

(14) 幼稚園（袖ケ浦市行政組織規則（平成３年規則第４号）第２条に規定する課等において所管

する園を除く。以下同じ。）、小学校及び中学校の通学区域を設定し、又は変更すること。 

(15) 教科書その他の教材の取扱いの方針を定めること。 
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(16) 職員の研修の実施に関する方針を定めること。 

(17) 文化財の指定及び解除に関すること。 

(18) 教育委員会の活動の点検及び評価に関すること。 

(19) 教育委員会がその当事者である争訟に関すること。 

(20) 職員団体との重要な交渉に関すること。 

(21) 請願及び陳情に関すること。 

(22) 前各号に掲げるもののほか、重要又は異例に属する事項 

（臨時代理） 

第６条 前条各号に掲げる事項の処理について、急施を要する等やむを得ない事情があるときは、教

育委員会は、教育長をして臨時に代理させることができる。 

２ 教育長は、前項の規定により臨時に代理したときは、その事項を最近の会議において報告しなけ

ればならない。 

（教育長への委任） 

第７条 教育委員会は、第５条及び次条に規定する事項を除き、その権限に属する事務を教育長に委

任する。 

第３章 教育長 

（教育長の専決） 

第８条 教育長は、次に掲げる事務を専決することができる。ただし、第５条において規定する事務

については、この限りでない。 

(１) 教育事務に関する契約を結ぶこと。 

(２) 職員（県費負担教職員を除く。以下次号において同じ。）の任免、給与その他の人事に関す

ること。 

(３) 教科書を採択すること。 

(４) 職員の研修を実施すること。 

(５) 幼稚園、小学校及び中学校の学級編制に関すること。 

(６) 市の負担金、補助金の交付に関すること。 

(７) 展覧会、講習会、研究会、競技会等の主催、共催又は後援に関すること。 

(８) 展覧会、競技会等において賞状を授与すること。 

(９) 学校職員の扶養手当の支給に係る認定及び確認に関すること。 

(10) 学校職員の住居手当の支給に係る認定及び確認に関すること。 

(11) 学校職員の通勤手当の支給に係る認定及び確認に関すること。 

(12) 本市を最後に退職する学校職員に感謝状を贈呈すること。 

２ 教育長は、前項の規定により専決した事項のうち、教育委員会が必要と認めるものについては、

最近の会議において報告しなければならない。 

（事務の専決） 

第９条 教育長は、所掌事務の処理について、部長又は課長及び教育機関の長に専決させることがで

きる。 

（教育長の職務代理者） 

第10条 教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けたときの教育長の職務代理者は、あらかじめ教

育長の指定する委員とする。 

第４章 教育委員会事務局 

（事務局の名称及び位置） 

第11条 法第18条第１項の規定により設置された教育委員会の事務局（以下「事務局」という。）の

名称及び位置は次のとおりとする。 

名称 位置 

袖ケ浦市教育委員会事務局 袖ケ浦市坂戸市場１番地１ 

（部及び課の設置） 

第12条 事務局に、次に掲げる部及び課を置く。 

部 課名 
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教育部 教育総務課 

学校教育課 

生涯学習課 

スポーツ振興課 

（教育機関） 

第13条 教育機関（学校を除く。）の種類及び所属は、次のとおりとする。 

種類 所属 

総合教育センター 

学校給食センター 

教育部学校教育課 

市民会館 

公民館 

郷土博物館 

図書館 

教育部生涯学習課 

（事務分掌） 

第14条 第12条に規定する課の事務分掌は別表第１のとおりとし、前条に規定する教育機関の事務分

掌は、別表第２のとおりとする。 

（教育部長） 

第15条 事務局に部長を置く。 

２ 部長は、教育長を補佐し、職員の担任事務を監督する。 

（次長） 

第16条 事務局に次長を置くことができる。 

２ 次長は、部長を補佐し、職員の担任事務を監督する。 

（課長） 

第17条 事務局の課に課長を置く。 

２ 課長は、上司の命を受け、課の事務を掌理する。 

（副課長及び班長） 

第18条 事務局の課に副課長及び班長を置くことができる。 

２ 副課長及び班長は、上司の命を受け、分掌を掌理し所属職員を指揮監督する。 

（参事及び副参事） 

第19条 事務局に参事及び副参事を置くことができる。 

２ 参事及び副参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 

（職員） 

第20条 事務局に置く職員は、指導主事その他の職員とする。 

（職及び職務） 

第21条 前条に規定する職員の職及び職務は、第15条から第19条までに定めるもののほか、次の表の

とおりとする。 

職員 職 職務 

指導主事  上司の命を受け、学校教育に関する専門的事項の指導に従事する。 

職員 主幹 上司の命を受け、特命若しくは専門的調査、研究及び企画に関する事

務に従事する。 

社会教育主

事 

上司の命を受け、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与

える。 

文化財主事 上司の命を受け、文化財の保護活用に関し専門的技術的な調査、研究

及び指導に従事する。 

副主幹 上司の命を受け、特命若しくは専門的調査、研究及び企画に関する事

務に従事する。 

主査 上司の命を受け、特命若しくは専門事項の調査に従事する。 

副主査 上司の命を受け、高度の知識又は経験を必要とする一般事務に従事す

る。 
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主任主事 上司の命を受け、高度の知識又は経験を必要とする一般事務に従事す

る。 

主任技師 上司の命を受け、高度の知識又は経験を必要とする一般技術に従事す

る。 

主事 上司の命を受け、一般事務に従事する。 

技師 上司の命を受け、一般技術に従事する。 

学芸員 上司の命を受け、博物館の専門的事務に従事する。 

司書 上司の命を受け、図書館の専門的事務に従事する。 

事務補助員 上司の命を受け、主事等の職務を助ける。 

（教育機関の職員） 

第22条 教育機関の職員の職及び職務は、法令その他別に定めるもののほか、教育委員会規則で定め

る。 

第５章 補則 

（教育長への委任） 

第23条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和49年教委規則第１号） 

１ この規則は、昭和49年４月１日から施行する。 

２ この規則の適用の際、現にこの規則で規定する職に相当する職にある者は、この規則の適用の日

において、この規則の各相当職に命じられたものとみなす。 

附 則（昭和50年教委規則第１号） 

この規則は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和51年教委規則第６号） 

この規則は、昭和51年５月１日から施行する。 

附 則（昭和52年教委規則第１号） 

この規則は、昭和52年４月１日から施行する。 

附 則（昭和52年教委規則第３号） 

この規則は、昭和52年４月１日から施行する。 

附 則（昭和53年教委規則第１号） 

この規則は、昭和53年４月１日から施行する。 

附 則（昭和54年教委規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和55年教委規則第１号） 

この規則は、昭和55年４月１日から施行する。 

附 則（昭和56年教委規則第３号） 

この規則は、昭和56年４月１日から施行する。 

附 則（昭和57年教委規則第７号） 

この規則は、昭和57年４月１日から施行する。 

附 則（昭和58年教委規則第２号） 

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。 

附 則（昭和58年教委規則第８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和60年教委規則第４号） 

この規則は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（昭和61年教委規則第13号） 

この規則は、昭和61年11月１日から施行する。 

附 則（昭和63年教委規則第１号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 
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附 則（平成元年教委規則第１号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年教委規則第３号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年教委規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日において、次の表の左欄に掲げる課に勤務を命ぜられていた職員は、

別に辞令を発せられない限り、この規則の施行の日に当該右欄に掲げる課に勤務を命ぜられたもの

とみなす。 

教育部社会教育課 教育部生涯学習課 

袖ケ浦町民会館 袖ケ浦市民会館 

附 則（平成４年教委規則第２号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年教委規則第１号） 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年教委規則第３号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年教委規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日において、次の表の左欄に掲げる部、課に勤務を命ぜられていた事務

補助員の職にある職員は、別に辞令が発せられない限り、この規則の施行の日に当該右欄に掲げる

部、課に勤務を命ぜられたものとみなす。 

教育部庶務課 教育部学校教育課 

附 則（平成10年教委規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成13年教委規則第３号） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年教委規則第１号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年教委規則第３号） 

この規則は、平成15年７月１日から施行する。 

附 則（平成17年教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年教委規則第１号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の前日において、次の表の左欄に掲げる職にある者は、別に辞令を発せられない

限り、この規則の施行の日に当該右欄に掲げる職に命ぜられたものとみなす。 

主事補 主事 

技師補 技師 
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３ この規則の施行の前日において、袖ケ浦市教育委員会吏員及び雇員に任命されていた者は、別に

辞令を発せられない限り、この規則の施行の日に、袖ケ浦市教育委員会職員に任命されたものとみ

なす。 

附 則（平成20年教委規則第１号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年教委規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日において、次の表の左欄に掲げる部、課に勤務を命ぜられていた職員

は、別に辞令を発せられない限り、この規則の施行の日に当該右欄に掲げる課に勤務を命ぜられた

ものとみなす。 

教育部庶務課 教育部教育総務課 

附 則（平成23年教委規則第１号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年教委規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年教委規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年教委規則第１号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年教委規則第３号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年教委規則第１号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に在職する教育長が地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律（平成26年法律第76号）附則第２項第１項の規定によりなお従前の例により在職する間

については、この規則による改正後の袖ケ浦市教育委員会行政組織規則第３条から第16条まで及び

第21条の規定は適用せず、この規則による改正前の袖ケ浦市教育委員会行政組織規則第３条から第

16条の２及び第21条の規定は、なおその効力を有する。 

附 則（平成27年教委規則第３号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年２月22日教委規則第１号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月25日教委規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別表第１（第14条関係） 

教育総務課 

(１) 公印の保管に関すること。 

(２) 教育委員会の会議並びに請願及び陳情に関すること。 

(３) 教育行政の施策の総括及び各課の所掌事務に関すること。 

(４) 儀式及び顕彰に関すること。 

(５) 教育委員及び教育長の秘書に関すること。 

(６) 附属機関の委員の任免又は委嘱に関すること。 

(７) 職員の定数並びに任免、給与、分限、懲戒、服務及び人事記録その他人事に関すること。 

(８) 職員の研修（生涯学習課及び学校教育課において所掌するものを除く。）に関すること。 

(９) 調査、統計及び広報に関すること。 

(10) 文書の審査、受発及び保存に関すること。 

(11) 条例、規則及び訓令その他規程の制定又は改廃に関すること。 

(12) 教育委員会の所掌に係る予算に関すること。 

(13) 部内会議に関すること。 

(14) 議会との連絡に関すること。 

(15) 市行政機関との連絡調整に関すること。 

(16) 教育行政に関する相談に関すること。 

(17) 学校の設置及び廃止に関すること。 

(18) 教育財産の管理に関すること。 

(19) 教育施設の整備に関すること。 

(20) 学校施設台帳の整備保管に関すること。 

(21) 奨学資金に関すること。 

(22) 教育委員会の活動の点検及び評価に関すること。 

(23) 学校の物品の調達に関すること。 

(24) 学校の経理事務に関すること。 

(25) 学校の物品台帳の整備に関すること。 

(26) 公立学校共済組合に関すること。 

(27) 部内の連絡調整に関すること。 

(28) 部課内の庶務に関すること。 

(29) 教育に関する大綱の策定等の事務補助に関すること。 

(30) 総合教育会議の事務補助に関すること。 

(31) 前各号に掲げるもののほか、他の課に属さない事務 

学校教育課 

(１) 学校の組織、編成及び管理運営に関すること。 

(２) 学齢児童・生徒の就学及び管理に関すること。 

(３) 学校の通学区域の設定及び変更に関すること。 

(４) 県費負担教職員の任免、その他の進退に関する内申及び服務に関すること。 

(５) 教科書その他の教材の取扱いに関すること。 

(６) 幼稚園に関すること。 

(７) 私立学校に関すること。 

(８) 学校保健及び学校安全に関すること。 

(９) 学校に勤務する職員、園児、児童及び生徒の健康診断に関すること。 

(10) 学校給食に関すること。 

(11) 幼稚園・学校の環境衛生に関すること。 

(12) 学校保健及び学校給食職員の研修に関すること。 

(13) 学校給食センターに関すること。 

(14) 事務補助員に関すること。 

(15) 学校教育における教育課程、学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する

こと。 
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(16) 幼稚園教育に関する専門的事項の指導に関すること。 

(17) 心身障害児の就学及び教育支援に関すること。 

(18) 総合教育センターに関すること。 

(19) 課の庶務に関すること。 

生涯学習課 

(１) 社会教育（他課係の所掌に属するものを除く。以下同じ。）の振興に関すること。 

(２) 視聴覚教育の振興に関すること。 

(３) 生涯学習の推進に関すること。 

(４) 社会同和教育に関すること。 

(５) 社会教育施設の計画に関すること。 

(６) 社会教育委員に関すること。 

(７) 市民会館、公民館及び図書館に関すること。 

(８) 社会教育団体の育成及び指導に関すること。 

(９) 成人教育に関すること。 

(10) 高齢者教育に関すること。 

(11) 家庭教育に関すること。 

(12) 社会教育に従事する者の研修に関すること。 

(13) 社会教育に係る専門的、技術的事項に関すること。 

(14) 国際理解教育の推進及び交流活動の指導、助言に関すること。 

(15) 青少年対策に係る企画、調整及び推進に関すること。 

(16) 青少年問題の調査及び研究に関すること。 

(17) 青少年相談員に関すること。 

(18) 青少年教育に関すること。 

(19) 青少年健全育成に関すること。 

(20) 青少年問題協議会に関すること。 

(21) 青少年育成市民会議に関すること。 

(22) 地区会館に関すること。 

(23) 社会教育施設の利用に関すること。 

(24) 社会体育施設の利用に関すること。 

(25) 都市公園内における運動施設の利用に関すること。 

(26) 文化及び芸術の振興に関すること。 

(27) 文化行政の企画、調整及び推進に関すること。 

(28) 文化団体の育成及び指導に関すること。 

(29) 音楽、演劇、その他の芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。 

(30) 文化財審議会に関すること。 

(31) 文化財の保護及び活用に関すること。 

(32) 埋蔵文化財の発掘調査に関すること。 

(33) 郷土博物館に関すること。 

(34) 課の庶務に関すること。 

スポーツ振興課 

(１) 社会体育の振興に関すること。 

(２) スポーツ推進委員に関すること。 

(３) 社会体育指導者の養成に関すること。 

(４) 学校、社会体育における専門的事項の指導に関すること。 

(５) 学校体育施設の開放に関すること。 

(６) スポーツ関係団体の育成及び指導に関すること。 

(７) 総合型地域スポーツクラブに関すること。 

(８) 社会体育施設の利用に関すること。 

(９) 社会体育施設の維持管理に関すること。 

(10) 社会体育施設の整備計画に関すること。 
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(11) 社会体育施設利用の総合調整に関すること。 

(12) 都市公園内における運動施設の利用に関すること。 

(13) 課の庶務に関すること。 

別表第２（第14条関係） 

総合教育センター 

(１) 教育資料の収集、作成及び活用に関すること。 

(２) 教育関係職員の研修に関すること。 

(３) 教育内容の調査及び研究に関すること。 

(４) 教育相談に関すること。 

(５) 教育センター運営委員会に関すること。 

(６) 教育活動の普及に関すること。 

(７) 教育の情報化に関すること。 

(８) 学校図書館支援センターに関すること。 

(９) 児童生徒指導センターに関すること。 

(10) 外国語教育に関すること。 

(11) その他教育振興上必要な事項に関すること。 

(12) 公印の保管に関すること。 

(13) センターの庶務に関すること。 

学校給食センター 

(１) 学校給食センターの財産の管理に関すること。 

(２) 学校給食センター運営委員会に関すること。 

(３) 学校給食の調理及び配送に関すること。 

(４) 学校給食の献立作成に関すること。 

(５) 食材料等の購入に関すること。 

(６) 学校給食費の賦課徴収に関すること。 

(７) 児童生徒の栄養指導に関すること。 

(８) 衛生管理に関すること。 

(９) 公印の保管に関すること。 

(10) センターの庶務に関すること。 

公民館及び市民会館 

(１) 公印の保管に関すること。 

(２) 文書の処理に関すること。 

(３) 財産の管理及び利用に関すること。 

(４) 資料の収集及びその利用に関すること。 

(５) 広報及び情報の発信に関すること。 

(６) 公民館運営審議会に関すること。 

(７) 青少年講座の実施に関すること。 

(８) 青少年健全育成に関すること。 

(９) 青少年団体の育成に関すること。 

(10) 成人教育の実施に関すること。 

(11) 家庭教育学級の実施に関すること。 

(12) 成人団体の育成に関すること。 

(13) 高齢者教育の実施に関すること。 

(14) 成人式の実施に関すること。 

(15) 体育及びレクリエーションに関する講習並びに各種行事の実施に関すること。 

(16) 地域の社会教育関係団体機関との連絡に関すること。 

(17) その他諸講座に関すること。 

(18) 社会体育施設の内、長浦運動広場、根形運動広場、平岡運動広場の管理運営に関すること。 

(19) 社会体育施設の利用に関すること。 

(20) 都市公園内における運動施設の利用に関すること。 
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(21) 館の庶務に関すること。 

郷土博物館 

(１) 公印の保管に関すること。 

(２) 文書の処理に関すること。 

(３) 財産の管理に関すること。 

(４) 博物館協議会に関すること。 

(５) 他の博物館及び関係団体との連絡調整に関すること。 

(６) 博物館の資料の収集、保護及び展示に関すること。 

(７) 博物館の資料の技術的専門的な調査研究に関すること。 

(８) 博物館資料に関する解説書、目録及び研究報告書等の作成に関すること。 

(９) 博物館資料の鑑査並びに貸出し及び交換に関すること。 

(10) 特別展覧会、講習会、研究会等の開催及び広報普及に関すること。 

(11) 市史に関すること。 

(12) 博学連携に関すること。 

(13) 博物館ボランティアに関すること。 

(14) 博物館の庶務に関すること。 

中央図書館 

(１) 公印の保管に関すること。 

(２) 文書の処理に関すること。 

(３) 財産の管理及び利用に関すること。 

(４) 関係機関等との連絡調整に関すること。 

(５) 広報に関すること。 

(６) 図書館協議会に関すること。 

(７) 図書館の調査及び統計に関すること。 

(８) 図書館資料の資料計画に関すること。 

(９) 図書館資料の収集、整理及び保存に関すること。 

(10) 図書館資料の受贈に関すること。 

(11) 図書館奉仕の推進に関すること。 

(12) 図書館資料の貸出しに関すること。 

(13) 読書案内及び読書相談に関すること。 

(14) 利用者の調査研究に対する援助に関すること。 

(15) 図書室の運営に関すること。 

(16) 読書会、講演会、研究会等に関すること。 

(17) 児童奉仕の推進に関すること。 

(18) 障がい者サービスに関すること。 

(19) 市内の学校、公民館等関係機関との連携に関すること。 

(20) 地域、家庭文庫等の育成援助に関すること。 

(21) 図書館資料の相互貸借に関すること。 

(22) 図書館の電算システムに関すること。 

(23) 館の庶務に関すること。 

長浦おかのうえ図書館 

(１) 図書館資料の貸出に関すること。 

(２) 読書案内及び読書相談に関すること。 

(３) 利用者の調査研究に対する援助に関すること。 

(４) 読書会、講演会、研究会等に関すること。 

(５) 児童奉仕の推進に関すること。 

(６) 障がい者サービスに関すること。 

(７) 市内の学校、公民館等関係機関との連携に関すること。 

(８) 地域、家庭文庫等の育成援助に関すること。 

(９) 図書館資料の相互貸借に関すること。 
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(10) 文書の処理に関すること。 

(11) 財産の管理及び利用に関すること。 

(12) 関係機関等との連絡調整に関すること。 

(13) 広報に関すること。 

(14) 館の庶務に関すること。 

平川図書館 

(１) 図書館資料の貸出に関すること。 

(２) 読書案内及び読書相談に関すること。 

(３) 利用者の調査研究に関する援助に関すること。 

(４) 読書会、講演会、研究会等に関すること。 



【参考資料 4】 

1 

 

○袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

昭和61年４月１日教委規則第６号 

改正 

昭和62年３月24日教育委員会規則第３号 

昭和63年３月30日教育委員会規則第３号 

平成２年３月27日教育委員会規則第２号 

平成５年３月30日教育委員会規則第２号 

平成７年６月29日教育委員会規則第４号 

平成８年６月28日教育委員会規則第４号 

平成10年３月31日教育委員会規則第４号 

平成14年４月１日教育委員会規則第22号 

平成16年４月１日教育委員会規則第６号 

平成17年11月29日教育委員会規則第11号 

平成18年２月３日教育委員会規則第２号 

平成23年３月１日教育委員会規則第２号 

平成26年12月25日教育委員会規則第10号 

令和３年３月25日教育委員会規則第４号 

令和４年２月22日教育委員会規則第２号 

袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例（昭和61年条例第４号。以

下「条例」という。）第21条の規定により袖ケ浦市社会体育施設（以下「体育施設」という。）の

管理運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用の手続等） 

第２条 条例第９条第１項の規定により、体育施設を利用しようとする者（プールの個人利用及びト

レーニングルーム利用を除く。以下「申請者」という。）は、袖ケ浦市社会体育施設利用（取消・

変更）許可申請書（様式第１号。以下「許可申請書」という。）を指定管理者に提出しなければな

らない。 

２ 申請者（本市に在住、在勤又は在学している者（以下「市内利用者」という。）に限る。）は、

特別な場合を除き、体育施設を利用しようとする日の属する月の前々月の１日から15日までの間に

申請の予約を行わなければならない。この場合において、一の体育施設に複数の予約があったとき

は、当該施設を管理する指定管理者（以下「許可権限者」という。）は当該施設の利用許可を申請

できる者（以下「予約申請者」という。）を抽選により選ぶものとし、当該予約をした者が１人で

あるときは、その者を予約申請者とする。 

３ 前項の抽選は、体育施設を利用しようとする日の属する月の前々月の16日に行う。 

４ 予約申請者となった者は、体育施設を利用しようとする日の属する月の前々月の17日から25日ま

での間に許可申請書を提出し許可権限者の許可を受けなければならない。この場合において、許可

権限者の許可を受けることができなかった予約申請者は、その資格を失う。 

５ 許可権限者は、第２項前段に規定する申請の予約を行う期間に予約を行う者が存在しないときは、

その期間の翌日後に、予約申請者となった者がその予約を取り消したとき及び前項後段の規定によ

り予約申請者がその資格を喪失したときは、当該事実が発生した日以後に、最も早く予約を行った

申請者（体育施設を利用しようとする日の属する月の前々月の25日までに予約を行える申請者は、

市内利用者に限る。）を予約申請者とする。 

６ 前項の規定により予約申請者となった者は、当該予約に係る体育施設を利用しようとする日の３

日前までに許可申請書を提出し許可権限者の許可を受けなければならない。この場合において、許

可権限者の許可を受けることができなかった予約申請者は、その資格を失う。 

７ 許可権限者は、体育施設を利用しようとする日の２日前において予約を行う者が存在しないとき

は、同日以後最も早く予約を行った申請者を予約申請者とする。この場合において、当該予約申請
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者は、当該予約に係る体育施設を利用しようとする日までに許可申請書を提出し許可権限者の許可

を受けなければならない。 

８ 申請者は、映画、音楽、興行等これらに類する催し物をする場合は、利用計画書を許可申請書に

添付しなければならない。 

（利用の許可） 

第３条 許可権限者は、体育施設の利用を許可したときは、袖ケ浦市社会体育施設利用（取消・変更）

許可書（様式第２号。以下「許可書」という。）を申請者に交付する。ただし、プールの個人利用

及びトレーニングルーム利用の場合は、自動券売機の発行券をもってこれに代えるものとする。 

（利用許可の順序） 

第４条 利用許可の順序は、申請の順序によりこれを行う。ただし、許可権限者が特に必要と認めた

ときは、この限りでない。 

（連続利用の制限） 

第５条 同一利用者は、同一施設を引き続き５日を超えて利用することができない（プールの個人利

用及びトレーニングルーム利用は除く。）。ただし、施設の管理上支障がないとき、又は許可権限

者が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

（利用時間） 

第６条 体育施設の利用時間は、許可権限者の利用許可を受けた時間とし、準備及び現状回復に要す

る時間を含めるものとする。 

２ 体育施設の利用開始後の時間の延長は認めない。ただし、他の利用に支障がなく許可権限者がこ

れを認めたときは、この限りでない。 

（利用制限の通知） 

第７条 許可権限者は、条例第11条の規定により、体育施設の利用についてその許可を取り消し、又

はその利用を制限したときは、袖ケ浦市社会体育施設利用制限通知書（様式第３号）により利用者

に通知するものとする。 

（特別設備等の設置） 

第８条 体育施設の利用に際し、これを模様がえし、又は特別設備等を設置する場合は、許可申請書

にあわせて袖ケ浦市社会体育施設特別設備等設置許可申請書（様式第４号）を提出しなければなら

ない。 

（利用の取消し及び変更） 

第９条 利用者がその利用を取り消し、又は変更しようとする場合は、速やかに許可申請書を許可権

限者に提出しなければならない。 

２ 利用許可の変更は、他の利用に支障の生じない場合に限り許可する。 

３ 許可権限者は、利用の取消し又は変更を許可したときは、許可書を利用者に交付するものとする。 

（使用料の徴収） 

第10条 使用料は、利用の許可と同時に徴収する。 

２ 国又は地方公共団体が納入すべき使用料は、前項の規定にかかわらず別に納期を指定して徴収す

ることができる。 

（使用料の減免） 

第11条 条例第16条の規定による使用料の減免は、別表に定めるところによる。 

２ 市内の公共的団体、地域コミュニティ団体、福祉団体、ＮＰＯ法人、高齢者団体及び障害者福祉

団体が減免を受けようとするときは、別に定めるところにより、あらかじめ登録をしなければなら

ない。 

（使用料の不還付） 

第12条 条例第17条ただし書の規定による使用料の還付は、次に定めるところによる。 

(１) 災害その他利用者の責めによらない理由により利用できなかったとき。 全額 

(２) 利用者が、利用期日の７日前までに利用の取消しを申し出たとき。 半額 

(３) 条例第11条の規定により許可権限者がその利用を制限し、又はその許可を取り消した場合は、

その都度状況に応じて教育委員会が定める。 

２ 前項の規定により、使用料の還付を受けようとする者は、袖ケ浦市社会体育施設使用料還付請求

書（様式第５号）に使用料を納入したことを証する書類を添えて教育委員会に提出しなければなら
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ない。 

（利用後の点検） 

第13条 利用者は、利用後関係職員にその旨を告げて点検を受けなければならない。 

（遵守事項） 

第14条 利用者及び入場者は、次の事項を遵守しなければならない。 

(１) 入場人員は、許可人員を超えないこと。 

(２) 所定の場所以外に立入らないこと。 

(３) 特に許可を受けた者のほか、所定の場所に備え付けられた物件を移動しないこと。 

（入場の制限） 

第15条 許可権限者は、危険物、他人の迷惑になる物品若しくは動物（身体障害者が同伴する身体障

害者補助犬法（平成14年法律第49号）第２条第１項に規定する身体障害者補助犬を除く。）の類を

携行する者について、入場を拒絶し、又は退場を命ずることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和61年４月１日から施行する。 

（袖ケ浦町営総合運動場の設置及び管理に関する条例施行規則等の廃止） 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(１) 袖ケ浦町営総合運動場の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和55年教育委員会規則第３

号） 

(２) 袖ケ浦町臨海スポーツセンターの設置及び管理に関する条例施行規則（昭和54年教育委員会

規則第12号） 

附 則（昭和62年教委規則第３号） 

この規則は、昭和62年４月１日から施行する。 

附 則（昭和63年教委規則第３号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年教委規則第２号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年教委規則第２号） 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年教委規則第４号） 

この規則は、平成７年９月１日から施行する。 

附 則（平成８年教委規則第４号） 

この規則は、平成８年７月25日から施行する。 

附 則（平成10年教委規則第４号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年教委規則第22号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年教委規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第４条及び第６条の改正規定は平成17年

２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前になされた使用の許可で、当該使用の日がこの規則の施行の日以後の使用

の許可は、改正後の袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則（平成17年教委規則第11号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年教委規則第２号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年教委規則第２号） 



4 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則第７条の規定及

び袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則第２条の規定は、平成23年６月１日

以後の使用及び利用から適用し、平成23年５月31日以前の使用及び利用については、なお従前の例

による。 

附 則（平成26年教委規則第10号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この規則による改正後の袖ケ浦市社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則第11条に規

定する登録に関し必要な行為は、この規則の施行の日前において行うことができる。 

附 則（令和３年３月25日教委規則第４号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月22日教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の様式による用紙は、この規則の施行後に

おいても当分の間、使用することができる。 

別表（第11条関係） 

使用区分 減免する額 

(１) 市（市の行政機関及び市が加入している一部事務組合等を含む。）

が、主催又は共催するとき。 

全額 

(２) 国又は他の地方公共団体が、行政目的のために使用するとき。 全額 

(３) 市内の幼稚園、保育所、保育園、認定子ども園、小学校、中学校、

高等学校及び特別支援学校が、教育又は保育活動で使用するとき。 

全額 

(４) 市内の公共的団体が、市の行政活動に協力する目的で使用すると

き。 

全額 

(５) 施設の指定管理者や管理運営団体が、施設の管理運営の目的で使

用するとき。 

全額 

(６) 市社会教育関係団体連絡協議会に加入する団体（当該団体の傘下

の団体は含まない。）が、その目的のために使用するとき。 

全額 

(７) 市内の地域コミュニティ団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(８) 市内の福祉団体、ＮＰＯ法人が、その目的のために使用するとき。 全額 

(９) 市内の高齢者団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(10) 市内の障害者福祉団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(11) その他使用目的の公益性から教育委員会が必要と認めるとき。 その都度決定する。 

備考 

１ 市内の公共的団体とは、国、県又は市と協力して活動している団体をいう。 

２ 市内の地域コミュニティ団体とは、地域住民の福祉の向上のための活動を行っている団体を

いう。 

３ 市内の福祉団体とは、市民福祉の向上を目的として活動する団体をいう。 

４ 市内の高齢者団体とは、半数以上が市内に在住する65歳以上の高齢者で構成する団体で、高

齢者福祉の向上を目的とする団体をいう。 

５ 市内の障害者福祉団体とは、半数以上が市内に在住する障害者で構成する団体で、障害者福

祉の向上を目的とする団体をいう。 

６ 社会体育施設で個人利用料金の設定がある施設で、障害者本人が個人利用した場合、全額減
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免とする。 

様式第１号（第２条、第９条関係） 
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様式第２号（第３条、第９条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第12条関係） 

 



【参考資料 5】 

1 

 

○袖ケ浦市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則 

令和５年２月21日教委規則第２号 

袖ケ浦市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の７の規定により、袖ケ浦市教育委

員会（以下「教育委員会」という。）の権限に属する事務の一部を、市長の補助機関である職員に

補助執行させることに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（補助執行） 

第２条 教育委員会は、転入及び転居の届出に伴う小学校及び中学校の転入学通知書の交付に関する

事務を市長の補助機関である職員に補助執行させるものとする。 

（委任） 

第３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


